１００　００１４
東京都千代田区永田町2-3-1 首相官邸内

内閣官房長官　仙　谷　由　人　様


人事院勧告は労働基本権制約の代償措置であり、使用者がその内容に手をつけるなら憲法問題に発展する。

人事院勧告の完全実施が最低限の措置で、政府としての義務である。

１０年連続で賃金・諸手当が引き下がる中、さらに地方は独自削減をしている。私たちの生活は限界にきており、そのことが地域経済にも影響している。
景気対策を重要というなら、これ以上公務員の賃金は下げず、労働者総体の賃上げで本当の内需拡大をはかって地域経済を活性化せよ。
２０１０年１０月４日
自治労北海道本部　　

執行委員長　山　上　　潔　
１００　８９２６
東京都千代田区霞ヶ関2-1-2 総務省内

総務大臣　片　山　善　博　様


人事院勧告は労働基本権制約の代償措置であり、使用者がその内容に手をつけるなら憲法問題に発展する。

人事院勧告の完全実施が最低限の措置で、政府としての義務である。

１０年連続で賃金・諸手当が引き下がる中、さらに地方は独自削減をしている。私たちの生活は限界にきており、そのことが地域経済にも影響している。
景気対策を重要というなら、これ以上公務員の賃金は下げず、労働者総体の賃上げで本当の内需拡大をはかって地域経済を活性化せよ。

２０１０年１０月４日
自治労北海道本部　　

執行委員長　山　上　　潔　
０６０　０８０６


北海道札幌市北区北6条西7丁目


自治労北海道本部


執行委員長　山上　潔


011　747　　3211





０６０　０８０６


北海道札幌市北区北6条西7丁目


自治労北海道本部


執行委員長　山上　潔


011　747　　3211











